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資格審査申請書類の提出及び記入方法について

静岡県の発注する職員健康診断業務競争入札参加資格の申請を希望する方は、下の申請書

類及び添付書類を揃えて申請窓口（経営管理部職員厚生課健康管理班）に郵送又は持参にて

提出してください。

入札参加資格が認定された場合、資格者名簿（商号又は名称、所在地、電話番号）を公開

しますので、あらかじめ御了承の上、申請してください。

一般的注意事項

(１) 手書きの場合は、黒又は濃紺のインクで記入してください。

(２) 訂正する場合は、二本線で抹消し、訂正印（申請者の実印）を押印の上、その上段

に、訂正後の字句等を記入してください。ただし、申請者の委任状を持参した場合は、

代理人の訂正印により、字句等の訂正をすることができます。

(３) 書類をホチキス等でとじる必要はありません。順番に重ねて提出してください。

(４) 控え等が必要な方は、あらかじめコピーをとってからご提出ください。

(５) 提出書類に虚偽の記載等をした場合には、競争入札参加資格を取り消すことがあり

ます。

様式第１号「職員健康診断業務競争入札参加資格審査申請書」

【日付】

申請（提出）日を記入してください。

【申請者】

法人にあってはその代表者について記入してください（代表権を持たない病院長・所

長等は不可）。

印は、印鑑登録してあるものを押印してください。

【申請担当者】

申請事務を実際に担当し、記載内容について説明できる方の連絡先等を記入してくだ

さい。

様式第２号「営業概要書」 ※申請（提出）日現在の状況を記入してください。

１ 法人の概要

(１) 商号又は名称

登記簿上の商号を記入してください。㈱等の記号やアルファベットにより略すこ

となく、登記簿に記載のとおり記入してください。なお、フリガナ欄には「カブシ

キガイシャ」等の組織名を記入しないでください。

(２) 設立年月、営業年月計

登記簿上の年月を記入してください。営業年月は設立から申請（提出）日までの

年月を記入してください。

(３) 現組織への変更年月

組織変更、合併、名称変更等がある場合は記入してください。

(４) 所在地

登記簿上の主たる事務所を記入してください。

(５) 電話番号、ＦＡＸ番号

県との取引に当たり継続的に使用できるものを記入してください。

委任する場合は、法人本部の代表番号を記入してください。ＦＡＸ番号は記入し

なくても結構です。
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２ 経営規模

(１) 資本金等

登記簿謄本に資本の額等が記載されている場合は千円単位で記入してください。

資本金等に該当するものがない場合は「―」と記入してください。

(２) 売上高及び経常利益

前々年度及び前年度の損益計算書記載の売上高（医業収入）及び経常利益を千円

単位で記入してください。

３ 従業員の状況

(１) 総従業員数と事務員数

総従業員数については、申請（提出）日現在の常時雇用されている本部、医療・

検診施設等の法人全体の従業員（常勤の役員も含む。非常勤、臨時、パート、アル

バイト等は除く）の実人数を記入してください。

(２) 障害者雇用の状況

静岡県内に事業所等を有している場合は、県内事業所で雇用している従業員数、

障害者の人数及び障害者雇用の割合を記入してください。

４ 静岡県と取引する事業所

(１) 事業所の概要

静岡県との入札、契約代金の請求及び受領等の権限を本部以外の事業所（医療・

検診機関等）に委任する場合に記入します。その場合、委任状（様式第３号）の提

出が必要になります。

事業所の名称、代表者の役職氏名、所在地は委任状の受任者と同じ内容を記入し

てください。

電話番号、ＦＡＸ番号は入札事務担当部署のものを記入してください。

(２) 技術者数

委任する場合は委任先の内容について、委任しない場合は法人全体の内容につい

て記入します。

健康診断業務に係る職員（非常勤、臨時、パート、アルバイト等を含む）のうち

該当する資格・認定を有する人数を記入してください（１人で複数の資格を有して

いる場合には、各々別途計上してください）。また、それ以外の資格・認定等に該当

する職員がいる場合は、空欄に資格・認定等の名称と人数を記入してください。

(３) 検診車保有台数

委任する場合は委任先の内容について、委任しない場合は法人全体の内容につい

て記入します。

健康診断業務で使用できる胸部レントゲン車の所有台数を記入してください。ま

た、その他に健康診断で使用できる検診車両がある場合には空欄に車種と所有台数

を記入してください。

５ 過去の契約実績

過去３年以内に国、地方公共団体（静岡県除く）又は、2,000 人以上の従業員がいる

民間企業を対象とした健康診断業務を受託している場合には、その実績について最大３

件まで記載してください。

契約金額は、単価契約をしている場合、契約単価ではなく総請求額を記入してくださ

い。
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６ 外部精度管理事業への参加状況

申請日の前年度及び前々年度において記載のある外部精度管理事業に参加がある場合

には「参加の有無」欄に○印を記入してください。記載以外の外部精度管理事業に参加

している場合には「その他」右側の空欄に外部精度管理事業の名称とその主催者を記入

してください。参加する外部精度管理事業についてはその参加が確認できる結果通知書

等の書類（前々年度と前年度の２年度分）の写しを添付してください。

７ 法令等に基づく資格の認証取得状況

業務に関し取得している資格がある場合、その資格の名称、取得年月日、番号等を記

入してください。記入した資格等については、それを証する書類の写しを添付してくだ

さい。

様式第３号「委任状」

静岡県との見積及び入札、契約、代金の請求及び受領等の権限を本部以外の事業所（医

療・検診施設等）に委任する場合に提出してください。

２つ以上の事業所に委任する場合は、委任先ごとに作成してください。

【日付】

申請（提出）日を記入してください。

【委任期間】

申請（提出）日から静岡県が定める資格有効期限まで（ただし、申請者側ですでに定

められた期限があればその日付を記入してください）。

【申請者】

職員健康診断業務競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）の「申請者」と同じ代

表者名と代表者印（印鑑登録証明書と同じ印）をお願いします。

様式第４号「使用印鑑届」

県と直接取引する事業所すべてについて（法人本部及び委任先ごとに）、作成してくださ

い。２つ以上の委任先がある場合は、それぞれが取引に使用する印鑑を押印し、その印影

の下に当該事業所名を記入してください。

【使用印鑑】

契約関係（入札、見積、契約、代金の請求・受領）に使用する印を押してください。

代理人を選任（委任状を提出）したときは代理人（医療検診施設の長等）が使用する印

を押してください。

【日付】

申請（提出）日を記入してください。

【申請者】

職員健康診断業務競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）の「申請者」と同じ代

表者名と代表者印（印鑑登録証明書と同じ印）をお願いします。
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添付書類 様式第１～４号のほかに、次の書類が必要です

【法人の場合】

【個人の場合】（下記以外は上の表と同様の書類を提出してください。）

１．必ず提出していただく書類のうち

①財務諸表に替わり確定申告等の財務諸表類に類するもの

②商業登記簿謄本に替わり代表者の本籍地市区町村発行の「身分証明書」（写し可）

④消費税及び地方消費税の納税証明書は書式その３の２（写し可）

⑤法人事業税・法人県民税の納税証明書に替わり「個人事業税の納税証明書」（写し可）

なお、各種証明書は発行後３か月以内のものを提出してください。

【申請窓口】

提出書類（各１部） 提出要領

１．必ず提出していただく書類

①病院又は診療所開設許可証（写し） 保健所発行のもので、許可の日付がわかるもの

②財務諸表 審査基準日の直前２年分の貸借対照表及び損益計算書

③履歴事項全部証明書（写し可） 法務局発行のもので、発行後３か月以内のもの

④印鑑登録証明書（原本）

・発行後３か月以内のもの

・公立病院等で使用する印鑑の登録がない場合は、そ

の印が公的に使用されるものであることが確認できる

書類（写し可）

⑤消費税及び地方消費税の納税証明

書（写し）

税務署発行のもの（書式「その３」または「その３の

３」のどちらでも可）で発行後３か月以内のもの

⑥法人事業税・法人県民税の納税証明

書（写し）

・都道府県発行のもので、発行後３か月以内のもの

・未納がないことを確認できるもの

・静岡県内に事業所がない等、静岡県税の納税義務が

ない場合は、本部等所在都道府県が発行する証明書

⑦審査結果通知書返信用封筒
・84 円切手を添付、返信先住所、法人名及び担当者（ま

たは部署）名を記載

⑧誓約書 実印による押印のあるもの

２．該当する場合に必要な書類

外部精度管理事業への参加を証する

書類の写し
外部精度管理事業に参加しているとき

法令等に基づく資格の取得を証する

書類の写し
法令等に基づく資格の取得をしているとき

ISO 規格の認証を証する書類の写し ISO 認証を取得しているとき

その他認証等の証明書 その他の認証等を受けているとき

住 所 〒420-8601 静岡県静岡市葵区追手町 9-6

担当窓口
静岡県経営管理部職員厚生課健康管理班

入札参加資格担当

電話番号 ０５４－２２１－２６８６

FAX 番号 ０５４－２２１－３６９５

E - M a i l kenkoushidou@pref.shizuoka.lg.jp
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様式第１号

職員健康診断業務競争入札参加資格審査申請書

令和○年○月○日

静岡県知事 様

（ 申 請 者 ）

静岡県で発注する職員健康診断業務に関する競争入札に参加したいので、その資格の

審査を関係書類を添えて申請します。

なお、地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しない者であること、この申請書

及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないことを誓約します。

（申請担当者）

郵 便 番 号 420-8601

所 在 地 静岡県静岡市葵区追手町 9-6

商号又は名称 一般社団法人 静岡県健康指導会

代表者の役職名
理事長 静岡 太郎 実印

及 び 氏 名

所 属 名

（部・課・支店等）
総務課

担 当 者 名 健康 次郎

電 話 番 号 054-***-****

ＦＡＸ番号 054-***-****

メールアドレス ******@pref.shizuoka.co.jp

申請の提出日

※法人における代表権のない者は不可

書類の記載内容について説明

できる担当者について記入
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様式第２号（用紙 日本工業規格Ａ４縦型）

営 業 概 要 書

１ 法人の概要

２ 経営規模

３ 従業員の状況

総従業員数と事務員数

障害者雇用の状況

※ 静岡県内に事業所を有している場合は記入してください。

フ リ ガ ナ シズオカケン ケンコウシドウカイ

商号又は名称 一般社団法人 静岡県健康指導会

設 立 年 月
明治・大正

昭和・平成

令和

**年 *月 営業年月計
※設立年月から
申請日までの期間 **年 **カ月

現組織への変更年月
明治・大正

昭和・平成

令和

**年 *月

所 在 地

〔〒 420 – 8601 〕

静岡県静岡市葵区追手町９－６

電 話 番 号 ( 054 ) 221 – **** ＦＡＸ番号 ( 054 ) 221 - ****

年 度 資本金等 売 上 高 経常利益

前 年 度 ― 千円 100,000千円 50,000千円

前 々 年 度 50,000千円 △ 1,000千円

総従業員数 100人 事 務 員 数 15人

県内で雇用している総従業員数

（ Ａ ）

県内事業所で雇用している障害者の人数

（ Ｂ ）

県内事業所における障害者雇用の割合

（ Ｂ／Ａ×100 ）

100人 5人 5％

イッパンシャダンホウジン

等は記入しない

資本金等に該当するものが

ない場合には「―」を記入
経常損失の場合は△を付

け、その額を記載
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４ 静岡県と取引する事業所

※ 本部以外の事業所（医療・検診施設等）に委任する場合には委任先についての内容を記載してくださ
い。その場合、委任状（様式第３号）の提出が必要になります。

事業所の概要（委任する場合のみ記入）

技術者数

※ 健康診断に係るその他の資格・認定を所有する職員がいる場合は空欄に記入してください。

検診車保有台数

＊ 複数の委任先に委任する場合には、委任先ごとにこのページを作成し提出してください。

事業所の名称 静岡健康診断センター

代表者の役職氏名 所長 駿河 三郎

開設年月日 明治・大正・昭和・平成・令和 **年 **月 **日

所 在 地

〔〒 422 – 8031 〕

静岡県静岡市駿河区有明町２－20

電 話 番 号 ( 054 ) 286 - **** ＦＡＸ番号 ( 054 ) 286 - ****

項 目
人 数 項 目 人 数

医 師 5人 管 理 栄 養 士 2人

看 護 師 15人 保 健 師 5人

臨床検査技師 3人 人

診療放射線技師 2人 人

細 胞 検 査 士 0人 人

車 種 人 数

胸部レントゲン車 1台

胃部レントゲン車 1台

台

台

台

該当する技術者がいない

場合は 0人と記入。

項目や行の削除はしない

委
任
す
る
場
合
は
委
任
先
の
内
容
を
記
入
、
委
任
し
な
い
場
合
は
法
人
全
体
の
内
容
を
記
入
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５ 過去の契約実績

※ 過去３年間に国、地方公共団体（静岡県除く）又は、2,000 人以上の従業員がいる民間企業を対象と
した健康診断受託実績がある場合に記入してください。

※ 契約が単価契約である場合には、契約金額は契約単価ではなく、総請求額を記載してください。

実績１

実績２

実績３

契 約 先 ▲▲省

契約年月日
平成

令和
**年 **月 **日

名称又は内容 定期健康診断

契 約 金 額 10,000,000 円

備 考

契 約 先 ◇◇市

契約年月日
平成

令和
**年 **月 **日

名称又は内容 定期健康診断

契 約 金 額 2,000,000 円

備 考

契 約 先 ★★株式会社

契約年月日
平成

令和
**年 **月 **日

名称又は内容 人間ドック

契 約 金 額 1,000,000 円

備 考

契約単価ではなく、請求総額を記入
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６ 外部精度管理事業への参加状況

※ 本部以外の事業所（医療・検診施設等）に委任する場合には、その事業所についての内容を記載して
ください。

※ 参加していると記載した事項については確認できる書類（各年度分）の写しを添付してください。

７ 法令等に基づく資格の認証取得状況

※ 資格等の記載事項について確認できる許認可証等の写しを添付してください。

＊ 複数の委任先に委任する場合には、委任先ごとにこのページを作成し提出してください。

事業所の名称 静岡健康診断センター

精度管理事業名称 主 催 者
参加の有無

前 年 度 前々年度

日本医師会臨床検査精度管理調査 (公社)日本医師会 ○ ○

全衛連臨床検査精度管理調査
(公社)全国労働衛生団体連合

会

静岡県臨床精度管理調査
静岡県・(一社)静岡県医師会・

(一社)静岡県臨床検査技師会
○

そ

の

他

日臨技臨床検査精度管理調査
(一社)日本臨床衛生検査技師

会
○ ○

資格の名称 取得年月日 番 号 等

プライバシーマーク
昭和・平成

令和
**年 **月 **日 12345678(01)

昭和・平成

令和
年 月 日

昭和・平成

令和
年 月 日

昭和・平成

令和
年 月 日

・ 参加している場合にのみ○印を記入

（×印等は不要）

・ ○印を記入した調査については結果表等の写

しを前年度と前々年度の２年分提出する

委任しない場合・・・法人名

委任する場合・・・事業所名

を記入する

上記以外の精度管理調査に

参加している場合には、ここ

にその内容を記入



（例）
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様式第３号

委 任 状

令和○年○月○日

静岡県知事 様

（ 申 請 者 ）

私は下記の者を代理人と定め、令和○年○月○日から令和□年□月□日までの間、静

岡県との間に関し、次の権限を委任します。

（ 受 任 者 ）

記

○1 見積り及び入札に関すること

○2 契約の締結に関すること

○3 契約の履行に関すること

○4 代金の請求及び受領に関すること

（注）該当する権限の番号に丸印を記入してください。

郵 便 番 号 420-8601

所 在 地 静岡県静岡市葵区追手町 9-6

商号又は名称 一般社団法人 静岡健康指導会

代表者の役職名
理事長 静岡 太郎 実印

及 び 氏 名

所 在 地 静岡県静岡市駿河区有明町 2-20

商号又は名称 一般社団法人 静岡県健康指導会

職 氏 名
静岡健康診断センター

所長 駿河 三郎
印

※様式第１号の申請者欄と同様の内容を記載

申請の提出日

番号を○で囲む

事業所等に委任する場合に提出

複数の事業所等に委任する場合には

委任先ごとに作成して提出する

申請の提出日



（例）
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様式第４号

使 用 印 鑑 届

下記の印鑑を競争入札及び見積りの参加並びに契約の締結、代金の請求及び受領のために

使用しますのでお届けします。

記

※医療・検診機関の代表者等の代理人が県と取引する場合は、代理人の印鑑とする。

令和○年○月○日

静岡県知事 様

（ 申 請 者 ）

使

用

印

鑑

郵 便 番 号 420-8601

所 在 地 静岡県静岡市葵区追手町 9-6

商号又は名称 一般社団法人 静岡県健康指導会

代表者の役職名
理事長 静岡 太郎 実印

及 び 氏 名

申請の提出日

※様式第１号の申請者欄と同様の内容を記載

使用する印鑑をここに押印する



（例）
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誓 約 書

私（当社又は当団体）は、下記事項について誓約します。

この誓約に反したことにより、資格取消（停止）等の処分を受けても異議は一切申

し立てません。

また、静岡県において必要と判断した場合に、別紙の役員等名簿により提出する当

方の個人情報を警察に提供することについて、同意します。

１ 地方自治法施行令第 167 条の４、167 条の 11 に基づく入札参加資格について

次のいずれかに掲げる者に該当しません。

(1) 入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者

(2) 役員等（個人である場合にあっては当該個人をいい、入札参加資格者が法人であ

る場合にあっては当該法人の役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務

所の代表者をいう。以下各号において同じ｡）が暴力団員等（暴力団員による不当

な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号。以下「暴対法」という｡）第

２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しな

い者（以下各号において同じ｡））であると認められる者

(3) 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下各号において同じ｡）

又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者

(4) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者

(5) 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に優先的

な取扱いをする等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関

与していると認められる者

(6) 役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者

２ 関係法令の遵守について

別表に掲げる法律その他の労働環境の整備等に関する法令を遵守します。

令和○年○月○日

静岡県知事 様

所在地又は住所 420-8601 静岡県静岡市葵区追手町 9-6

商 号 又 は 名 称 一般社団法人 静岡県健康指導会

代表者の職・氏名 理事長 静岡 太郎 実印

申請の提出日

※様式第１号の申請者欄と同様の内容を記載


